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教科書採択における公正性・透明性の確保について（通知） 

このことについて、文部科学省初等中等教育局教科書課長から、別添写しのと

おり通知がありました。 

つきましては、本通知の趣旨に基づき、教科書採択における公正性・透明性の

確保を図るよう、お願いします。 
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教科書採択における公正性・透明性の確保について (通知 )

昨年 8月 のこととな りますが、本年度に行われた平成 28年度から使用 され る

中学校用教科書の採択に関連 して、教科書発行者による編‐集会議が、教員等が参
加 し、採択の公正性・透明性に疑念を生 じさせかねない形で開催 されていた事案
があ りま した。 これを受けて、文部科学省においては、平成 27年 10月 30日 付
けで当該発行者及び一般社団法人教科書協会に対 して、別添の とお り、企業活動
における公正性 。透明性の確保を要請する通知文書を発出したところです。

もとより、民間主体である教科書発行者が、教育委員会又は学校関係者に対 し
て、 自らが発行する教科書について営業活動等を行 うことについては、原則 とし
て当該発行者の判断と責任に委ね られています。

一方で、教科書は、全ての児童生徒が学校の授業や家庭における学習活動にお
いて必ず用いることとなる極めて公共性の高いものであることから、著作・編集
から検定、採択、供給に至るまでのいずれの段階においても、適正に行われる必
要があり、中でも、採択は、実際に児童生徒が用いる教科書を選択する重要な行
為であ り、いかなる疑惑の目も向けられることのないよう、特に高い公正性・透
明性が求められることとな ります。

ついては、「平成 28年度使用教科書の採択について」 (平成 27年 4月 7日 付け
27文科初第 91号 )、「平成 28年度使用教科書の採択の公正確保について」(平成 27

年 6月 5日 付け 27初教科第 22号)等 において既に依頼 しているところですが、
上記事案も踏まえ、貴教育委員会内の関係部署のほか、域内の市町村教育委員会、
学校・教職員その他全ての採択関係者に対 して、上記通知文書等に掲げる事項の

趣 旨を改めて周知いただくとともに、これ らの関係者 とも密に連携の上、法令に

則 り、公正性・透明性の確保に各段の御配慮をお願い します。

【担当】
文部科学省初等中等教育局教科書課企画係

電話 03(5253)4111 内線 2576
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